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Ⅰ 労働時間法制と労使関係
１ 法による規制と緩和
長い歴史を持つ労働運動において労働時間の短縮は中心的課題であった。
運動用語で言えば，それは標準労働日の短縮と呼ばれる。標準労働日は法律
用語で言えば，法定労働時間のことであり，法定労働時間は休日のあり方と
ともに労働時間の根幹を決定する。
戦後の日本の標準労働日は1947年労働基準法が１週48時間を法定労働時間
としたことが起点となる。この標準は当初労使各界が思った以上の命脈を
保った。1987年の基準法の改正により法定労働時間は１週40時間に短縮され
ることになるが，実に40年のあいだ標準でありつづけた（なお40時間制の完
全実施は1997年を待つことになる）。
いうまでもなく法定労働時間の短縮は労働に関する規制の強化を意味する。
― ―1
ところが上記の40年という期間が示すことは，戦後日本の労働時間法制はそ
うじて規制の強化に向かう性格は弱かったということである。端的に言えば，
戦後の労働時間法制はいずれかといえば緩和の方向に向かって動いてきたと
言ってよい。緩和は，主に時間管理の単位に関わるもの，時間の上限に関わ
るものの二つからなる。
前者については，1947年労働基準法にしてからが月４週の平?で48時間内
であれば１週48時間を越えることを変形時間制として認めていた。その後，
法定労働時間の管理の単位は，３ヶ月を単位とするものを経て，1993年に１
年単位の変形時間制が認められることになる。１日８時間という標準も，1947
年基準法で週単位での管理が認められていた。１日における労働時間の構成
についても，1987年の基準法の改正によりフレックスタイム制が導入された
ことにより緩和された。
時間の上限に関わる緩和は，時間の上限そのものに関わるもの，時間管理
自体を緩めるものに分かれる。労働時間の上限そのもの緩和は，いわゆる三
六協定による。労働組合ないし従業員代表との協定（三六協定）を結んでお
けば，協定で締結した時間までは法定労働時間を越えることが認められる。
忘れてならないのは1982年までは協定で締結できる時間には天井がなかった
ことである。それゆえ生理的限界まではたらかせること，しかもそれが半ば
恒常的に業務命令し得る（集団的な労使関係のいちいちのチェックを必要と
しないという意味において）態勢がしかれていたと言うことができる。しか
しその協定の時間にも1982年に「限度基準」が設けられた。現在の「限度基
準」は月45時間，年360時間となっている??。
三六協定の説明は，以上では終わらない。「限度基準」にも「特別条項」が
付帯している。これは「限度基準」の適用除外を認めるものであり，三六協
定を労働時間管理のクセモノ中のクセモノとさせている元凶である。すなわ
ち，製品開発，予・決算業務，機器故障対応などの納期や時間に追われる部
門では「限度基準」を越える時間で協定（＝?特別条項」）を結んでおけば，
それ以内であれば労働組合との協議（ないしそのつどの協定締結）を経て，
残業を命ずることができるとされている。注意すべきは，「特別条項」には時
間の限度規定がないことである。つまり法的には青天井なのである。これは
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驚くに値するが，さすがにこれにも「行政指導」なるものが付加されている。
?特別条項」の一例として，図表１を示す。これは現存企業（グループ）の
実例である。見られるように，「特別条項」の協定時間は，１日，１月，１年
の単位で結ばれている。いかなる理由があってもこれ以上の労働時間は認め
られないが，それ以内であれば認められる。この事例のＡ社では，月120時の
時間外労働（実労働時間では月280時間程度）を命ずることができ，かりにそ
の調子で年間通じてはたらくならば，常軌を逸した時間数に達する。しかも
この事例では月間120時間になっているが，「特別条項」には法的に上限がな
い。労使が協定するなら150時間でも，それ以上でもかまわないのである。し
かし，さすがに「特別条項」の運用には大臣布告なるものが付加されている。
すなわち月間の「限度基準」（45時間）を越える月は年間半数（六つの月）以
下にすべしとされている。先述の「行政指導」とはこのことであり，それが
発せられたのはごく近年，2003年度であったのである。
時間管理の緩和に話題を移そう。時間管理の緩和は裁量労働制によって代
表される。1987年の基準法改正で，みなし労働制が導入された。みなし労働
制には，事業所外みなし制と裁量労働みなし制がある。前者は外交セールス
マンのように事業所外で業務にあたるため労働時間が測定しがたい職種にた
いして，所定労働時間だけ労働したものとみなすとするものである。後者は，
1987年に定められた専門業務型裁量労働制にくわえ，2003年に企画業務型裁
図表１ 三六協定の実例
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量労働制が定められたため二つに分かれる。専門業務型は，研究開発や情報
処理，デザイナーなどの専門性が強く業務遂行上の自己裁量が利きやすい職
種に適用され，労使協定で時間数を定めておけば，その時間数だけ労働した
とみなされるというものである。企画業務型は，対象職種が事業の企画・立
案・調査・分析に当たるものとされホワイトカラーの広い範囲におよぶため，
「労使委員会???を置きその大多数（５分の４以上）の賛成を得た上で決められ
た時間数を労働したとみなすという規定によって補足される。
これらのみなし労働制を採用している場合でも，勤務状況の把握が求めら
れることになっており??，慎重に運用されているのが現状である。とくに企画
業務型は広がっていない。とはいえ，労働時間管理は法的にはこのように緩
和されてきたことに留意しておきたい。
２ 労働時間等設定改善法
以上，見てきたように戦後の労働時間法制はそうじて規制の緩和の方向に
動いてきた。そうした流れからすればとうぜんとも言えるが，それを押し止
めようとする政策系列も存在する。時間法制が緩和されるのであれば，団体
交渉や労使協議を通して歯止めをかければよいとする立場もあるであろう。
しかしそれでは運動論的オーソドキシーに流れすぎていると見る向きもあろ
う。そのような見方に立つなら，1992年労働時間短縮促進法，2005年労働時
間等設定改善法が注目される。これらの法政策は，政策主体の立場からして
も，一方で緩和を基調とした時間法制を進めつつも，他方でそれへの一定の
歯止めも利かせておきたいという意思を反映したものであると見てよい。
労働時間等設定改善法は，立法趣旨をつぎのように謳っている。
「我が国における労働時間等の現状に…かんがみ，…事業主等による労働時間
等の設定の改善に向けた自主的な努力を促進する」（第１条）ことを目的と
し，事業主は，経営者と労働者を構成員とする労働時間等設定改善委員会を
設置し，同委員会にて「労働時間等の設定の改善に関する事項を調査審議し」
（第６条），「労働時間等設定改善促進措置に関する計画を作成」する（第７条）
よう努力すべきである。
このようにこの法律は強行法ではなく努力義務法規にとどまるが，時短の
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ための労使協議機関の設置，そこでの時短のための審議・対策立案，実施を
事業主に求めている。さらにこの法規に加え，厚生労働省告示「労働時間等
設定改善指針」（2008年）が定められている。「指針」は労働時間問題をワー
ク・ライフ・バランスの推進というより広い政策体系のなかに位置づけ，育
児・介護休業などの新しい休暇制度や在宅勤務などの新しい勤務形態の普及
などとパッケージ化して，労働行政の側からそれらを支えつつ事態の改善を
進めるというかまえを示している。
このように，労使協議に基づく労使の自主的な労働時間への規制を労働時
間等設定改善法系列の法政策によって支えるという構造ができつつあるかに
思えた。ところが残念ながらその構造は今のところほとんど実体をもつには
いたっていない。それは政策の内容が時短に熱心な企業をロール・モデルと
して提示し，助成金によりそれを普及させようとするに止まり，くわえて予
算や行政の力量による制約も大きく??，またそもそも違反という事態が大半
である労働時間問題という問題を啓発的政策で打開しようとすることの限界
に根ざしていると思われる。
いずれにせよ，問題は労使の自主的な取り組み（労使関係）に託されると
ころが大きい，これが現状である。
３ 労働時間問題への対応と労使関係の役割
ここではこれまで述べてきた戦後日本の労働時間法制の特徴と，そのよう
な法的フレームワークを背景とした労働時間問題への取り組みを筆者の枠組
みにそって整理し，次章Ⅱの実証の課題を提示したい。
労働時間法制の枢要な枠組みは法定労働時間の設定にある。戦後日本では
法定労働時間は長きにわたって週48時間が続き，その短縮には多大な努力が
必要であった。そのうえ，相対的に長い法定労働時間も管理の単位が週・月・
年へと緩められてきた。時間外労働を含む総労働時間についても，三六協定
とその「特別条項」という特異な法制が存在し，きわめて緩い規制しか課さ
れなかった。そして今に至っても，総労働時間については法による上限規定
は存在せず，行政指導による「上限」がおかれているに止まる。法による上
限規定を持つヨーロッパなどとくらべると大いに異なっている。行政指導に
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より上限とされる時間数もたいへん緩い。
そのように法や行政による規制が緩いとなれば，おのずと多くが労使の当
事者による交渉や取り決めによる規制にゆだねられることになる。それが今
日までのわが国における労働時間の規制のあり方であり特徴であるとみなし
てよいのであるが，?えてみれば，かくも頼りない労使関係・労働組合の国
である日本において，なにゆえにそうしたあり方がとられてきたのか。これ
はひとつの問題である。法理論史上のひとつの課題をなすともいえようが，
本論文はその問題には踏み込まない。
図表２には，以上に述べてきた労働時間に関する規制のあり方を構図のか
たちにして示した。
図表２の縦の軸は，労働時間を規制するための手段をあらわす。法・行政
と労使関係が主たる手段である。横の軸は規制の対象をあらわす。時間の枠
（外枠）を規制するか，時間の中身を規制するか，生活時間の一部として労働
時間を位置づけて規制するか，の三つの道筋がある。戦後日本の労働時間規
制は図表２で言えば，おもに下段の左二つの道筋でそれを進めようとしてき
た。少し走って言えば，上記の特徴を帯びた日本の労使関係・労働組合であっ
ても，その主たる活動の場が企業内・職場であることからすれば，この図表
の下段の中央の規制（時間の中身の規制）には存外適しており，豊富な事実
が蓄積されているかもしれない。
次章では事例調査をもとに図表２の下段の実態を検討することになる。課
労使関係（交渉・協議)
三六協定
同特別条項
教育訓練
仕事への規制
(労働装備率の設定，人員配置，仕事の割振り)
職場管理への規制
(標準時間の設定，要員の設定，仕事の進捗計
画，労働(残業)時間管理のあり方）
勤務形態
(交替制，在宅勤務，フレックス
タイム制など）
休暇・休日制度
労働基準法
労働時間設定改善法
労働時間等設定改善指針
労働時間設定改善法労働基準法
三六協定法律・行政
生活時間の一部としての
労働時間として
労働時間の中身労働時間の枠
規制の対象
規制の手段
図表２ 労働時間規制の対象と手段
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題は，日本の労使関係は労働時間規制において何が，どのように，どの程度
なしえているのかを事例をもとに明らかにすることである。
Ⅱ 事例
事例としてとりあげた企業は電機産業の中堅企業Ｆ社である。電機企業を
選択したのは，同産業が従来から熱心に時間短縮問題に取り組んできた部門
であり??，近年国内部門は研究，製品開発・設計，製造技術への傾斜をとみに
強め，製造部門を背後にもちつつもホワイトカラー中心の職場が展開し，仕
事も時間管理も個別化しやすく，今日の労働時間問題の集約的発現の場であ
ると見たことによる。
Ｆ社では，2000年前後から受注・生産量とも大いに増え，労働時間も2001
年～02年には１人平?100時間台╱年に止まっていた時間外労働??が2003年
には200時間╱年を越えるようになっていた。おりしもかつては熱心に取り
組んでいた労働時間問題についても，労使とも意を注ぐところが小さくなく
なっていたと言われる。ところが，実際の職場では長時間労働の弊害が現れ
始めており，労働組合にも組合員の家族から長時間労働によるメンタル・ヘ
ルス問題の訴えがよせられるようになっていた。そのようななかで，2003年，
労働基準監督署から時間管理の適正化に関する指摘を受けることになった。
それがきっかけとなりＦ社では時短問題に本格的に取り組むこととなる。
まず行われたことは労働時間問題の問題発見・対策立案，実施をになう労使
協議機構（以下，働きかた委員会と略記する）の設置であった。この設置は
上記の職場の事態を受けて内在的なものに発するところが大きく??，労使の
期待も大きかった。同委員会が活動し始めたさいのスローガンは〝時間軸か
ら成果軸のはたらき方へ"であり，いささか時流に乗り過ぎの気味はあった
が。
１ 働きかた委員会
働きかた委員会は2003年春に設置された。その概要は図表３にしめすとお
りである。同委員会は全社レベルおよび各事業所におかれる。構成員は，経
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営者および労働組合代表であり，本社の委員会は，経営側が部長以上のマネ
ジャーおよび人事課長，組合側が本部委員長以下執行委員全員，事業所の委
員会は，経営側が工場長以下部長以上のマネジャーおよび人事課長，組合側
が支部委員長以下執行委員全員である。
この委員会は社内・事業所の労働時間問題全般を対象としたが，重点は設
計等の間接部門の労働時間問題におかれた。活動の主導的な場は，事業所レ
ベルの委員会であり，月に一度，課ごと（場合によっては個々人）の時間外
労働の実績を検証し，問題を洗い出し，案件ごとに対策と実施，フォローを
行うこととされた。さらに，それらをもとに年・期ごとに事業所の重点テー
マを定め，実行計画の立案と実施，結果のフォローを行うとされている。重
点テーマとされる事項は，時間問題の啓蒙から年休取得実績の向上のように
実際的なものまでさまざまである。
以下，働きかた委員会の活動の内容を具体的に紹介しよう。
⑴ 時間管理の手法の工夫
働きかた委員会は労働時間短縮の目標を午後10時以降の深夜残業の削減に
定めた。これははなはだ低次元の目標であるとの印象をあたえるが，当時の
勤務実態を踏まえれば労使の合意を得るには理にかなった目標設定であっ
図表３ 働きかた委員会の構成と任務
月１回経営側：部長以上のマネジャー，
人事課長
組合側：執行委員以上
（任務・協議内容）
・月ごとの時間外実績をもとに協議（課ごと，個人ごと）
・年・期で重点テーマを決め遂行する。年休取得率向上など
・労働時間関連の啓発活動
・時短手法の開発・実施・チェック手法の開発
・問題事案への強い対応
事業所・支
部レベル
経営側：部長以上のマネジャー，
人事課長
組合側：執行委員
（任務・協議内容）支部レベルと同様
本社・本部
レベル
頻度参加者，任務・協議内容
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た??。同委員会はその目標のために以下のような時間管理の手法を決め，実行
することとした。
①届出制
組合員は午後10時以降の残業を予定する場合は職場の上司（課長）に理由
とともにその旨を届出て承認をもらう。やむをえない事情がある場合をのぞ
き，この事前の届出を原則とする。届出制をしく理由は，時間外労働の実績
を正しく記録すること，これが第一であるが，時間外労働（この場合10時以
降の時間外）は自らの判断で行使されるのではなくあくまで上司の指示で（上
司の承認の上で）行うものであることを労働者に自覚させることが目的で
あった。
②退社時の記帳
組合員には午後10時以降に退社する場合はかならず正門の守衛室のノート
に記帳させる。
③ PC管理システム
会社のコンピュータには労働者個々の日々のパソコンのオン・オフの時間
が記録される。それにより個々人の仕事の開始時間と終了時間を記録する。
以上三つの時間管理の手法は，午後10時以降の残業を正当化するとも?え
られるが，10時以降の深夜残業を漏れなく認定すること，それにより深夜残
業の頻度を表に出すことにより改善の道を探ることを狙いとしていた。
④勤務カード（勤務実績表）による時間認定
Ｆ社では勤務時間の賃金への反映は勤務カードへの記載にもとづいて行わ
れる。勤務カードによる認定は月に一度であり，締めの日に課長と組合員と
が面談し時間数を確認し合い，カードに記載する。そのさいは上記の三つの
管理指標の記録を用意しておく。
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この時間の認定のさいに三つの管理指標の記録を参?にするのは認定のト
ラブルを避けるためである。しかしそこにはいろいろなドラマがありえた。
月の時間外労働が40時間にならないよう39.5時間で止まるよう（課長から）
届出の時点にさかのぼって日数や時間数の修正を求められることなどもない
わけではなかった。月に一度の締めという仕組みが問題であり，もっと頻繁
に締める仕組みが望ましかった。かりに，労働者が不満を訴えようとする場
合は，組合に話が持ち込まれることが多かったとされる。
働きかた委員会としては，時間数の認定上の不正やトラブルを防止するた
めに，二つの指標を?案した。届出率と認定率なる指標である。それぞれ次
のように計算する。
届出率＝10時以降の時間外労働を届出た件数（上記①)÷10時以降の退社
のさいに記帳した件数（上記②）
認定率＝勤務カードの認定で10時以降の時間外労働をしたとされた件数
（上記④)÷10時以降の退社のさいに記帳した件数（上記②）
届出率の意味するところは，午後10時以降に退社したうち何回時間外労働
を届出ていたかである。認定率は，午後10時以降に退社したうち何回勤務カー
ドで午後10時以降の時間外労働として認定されたかをしめす。どちらの指標
においても，午後10時以降の退社さいの正門での記帳の件数（上記②）が比
率の計算の基礎となっている。つまり，②が時間認定のさいのもっとも信頼
される数値とされている。これには意外な感じを受けるかもしれない。②が
信頼されているのは，三つの実績記録のうちで職場の上司による修正の可能
性がもっとも低いものだからである。ちなみに PC管理システムは信頼度が
高そうであるが，社外（退社後）での PC使用時間も記録されてしまうため他
の二つの実績記録の手法を補足するという位置づけであった??。
あらためて届出率と認定率のねらいを約言しておくなら，時間外労働は事
前に上司に届出承認を受けて行うのが原則であり，それがどの程度守られて
いるか（届出率），そして，実行されたと思われる時間外労働のうちどの程度
が勤務表の時間外として正当にも賃金に反映されているか（認定率）を軸に，
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働きかた委員会は，その両面から時間外労働を管理しようとした。それは時
間外労働が決められた手続きにしたがって行使され，それが守られるなら認
定するという前提をおいた上で，着実に認定されているかをチェックしよう
とする形をとっており，時間外労働の時間数を即座に減らすというよりも，
まずは時間外労働の行使とその実績をしっかりと管理することに主眼がおか
れていたと言ってよい。
⑵ 年休取得の促進
Ｆ社の労使は協約で年休の取得促進を約束している。ところが実際の取得
率はかんばしくない。そこで働きかた委員会では，月１日の計画年休と年３
日の職場一斉年休（年間計15日になる）を計画することを約束している。職
場ごとに計画年休を組み，取得率を上げようとしている。この推進に関して
は，組合の責任で職場ごと・個人ごとの取得実績の記録とフォローを行い，
取得率の上らない職場には計画作成と実施を強くもとめることを決めている。
⑶ 問題職場への強い対応
働きかた委員会は，とくに問題のある職場には次のような仕組みを導入し
た。
①フォローアップ職場
Ｆ社では月当たり時間外労働60時間以上の原則禁止，同40時間以上連続は
２ヶ月までとすることを労使協定で決めている。月40時間以上の時間外労働
が予定される者については経営に組合との事前協議を義務付けている???。働
きかた委員会は，上記の限度時間を遵守させるため，40時間以上連続２ヶ月
の者のいる職場，および事前協議が実施されていない職場の課長に対して，
そのような事態になった理由とそれへの対策を文書で提出させることとして
いる。
②特別指定職場
フォローアップ職場に指定されても事態が改善しない場合がある。働きか
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た委員会では，そのようになったなかで，時間外労働40時間以上が六つの月
（連続でなく合計）になった者のいる職場を特別指定職場に指定し，所管の課
長を働きかた委員会の特別委員会に呼ぶ。そこで事態の説明とそうなった理
由の説明を求め，対策についての質疑を行うこととしている。この委員会に
は，経営側は工場長，部長，組合側は支部の委員長以下執行委員が出席する。
当該の課を所管する部長も出席させるところがミソである。会議の時間は，
事案にもよるが，１回２時間程度で，その後１年間はほぼ３ヶ月ごとに行わ
れる。問題が解消されるまでつづけるとされているのである。たしかに，こ
こまで来る案件であれば短期間では改善策はみいだしがたくなっているもの
が多い。ともあれ，時間外労働40時間以上は７回で三六協定の「特別条項」
の回数違反になり法令違反になるのであるから，労使とも真剣にならざるを
得ない。
筆者は聞き取りの当初は，この会議は当該の課長の吊るし上げの場であっ
たり，当該の部長を居づらくする場であるように想像した。そのような面も
ないわけではないが，実際は短期の対策ではなく関係者を交えてのより根本
からの対策を練る場としたいという意思にもとづいて出席者の構成も決めら
れた経緯がある。会議の内容と結果の詳細は後述する。
⑷ 要員管理への発言
これまで働きかた委員会の取り組みを説明してきたが，労働組合には，同
委員会に託そうとした独自の構想があった。それは生産管理・人員管理への
「発言」と呼ばれてよいものだった。
Ｆ社が取り組もうとしたのは午後10時以降の深夜残業の削減であった。そ
のことの背後にはそもそも会社の経営計画には予定生産量や予定作業量に必
要ないわゆる要員が少なめに計画されている，すなわち労働者一人一日あた
りの労働時間がかなりの時間外労働を前提にして計画されていることを推定
させるものがあった。そのような要員決定は組合としては半ば目をつぶって
きたこととは言え，働きかた委員会が置かれた2003年頃にはもはや放置しづ
らいものとなっていた。
そこで組合が企図したことは，会社の期ごとの事業計画から生産計画と利
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益計画，それらの背後にある（労働）コスト計画，さらにそれから人員計画
と時間計画を把握することにより，予定されている時間外労働の大枠をコス
トと時間数の両面から推定することであった。そうすることにより会社はそ
もそも事業計画のなかで時間外労働をどの程度に計画しているのか，言い換
えるとコスト計画から推してどの程度までの時間外労働が認定し得るように
なっているのか。組合としては，そのあたりに探りを入れることにより，不
払いや認定されない時間外労働の背後を摑むことを?えた。そして，そもそ
も現状の要員設定では予定生産量が完遂できず，要員を増すか，労働者のス
キルを上げるかして対応するほかないではないかという根本からの対策提案
につなげてゆく構想を持っていた。
２ 労使協議の効果
ここでは働きかた委員会によって?案された労働時間問題に関する対策ご
とにその結果を検証する。
⑴ 時間管理の手法の効果
働きかた委員会の?えたあるべき時間管理のかたちは，時間外労働は事前
の届出にもとづいて行使されるのが原則であり，そのようにして行使された
時間外労働は着実に認定されるべきである，そのサイクルを回すことにより
時間外労働は減少するはずだというものである。届出の状況は届出率，認定
の状況は認定率なる指標によりフォローされることになっていた。
図表４には各事業所の届出率と認定率をしめした。あわせて退社時記帳の
件数をしめした（これらの比率・件数の内容と計算法は前出）。退社時記帳件
数が時間外労働の実績（件数）を示すうえでは信頼度が高かったことを想起
されたい。
図表４からは数値のうごきは事業所によって異なることがわかる。Ｋ事業
所の指標から見てみよう。Ｋ事業所の認定率はどの月も100%である。届出率
も一時期低下してはいるが，後半は100%を維持している。届出をきちんと
行い，それを認定につなげるというサイクルが機能した例だと言ってよい。
退社時記帳件数に見る時間外労働の実績も，４月をのぞいて低く収まってい
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図表４ Ｈ事業所 時間外労働管理指標（2007年度)
Ｈ事業所 時間外労働管理指標（2008年度)
Ｋ事業所 時間外労働管理指標（2007年度)
Ｙ事業所 時間外労働管理指標（2008年度)
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る。届出率が高くなれば，時間外労働の認定が進み，時間外労働も抑制され
るという循環がうまれている推定してよいであろう。
ちなみにＫ事業所は研究部門であり，労働者構成が比較的?質で，受注型
生産（納期の制約など）からは相対的に遠く，時間管理が進めやすいという
特性があった。
次に，Ｈ事業所の数値を見よう。この事業所もＫ事業所ほどではないが，
働きかた委員会の思惑にちかい結果が出ている。Ｈ事業所の届出率は2007年
度は30～40%台に低迷している。それが2008年度にはほぼ75%を越えるよう
になっている。それにともなって認定率は思ったほど高まっていないものの
（後述），時間外実績は2007年度は600件を越えていたものが150件程度には納
まっており，かなり抑えられたと見てよい。2008年度の前半は生産量の落ち
込みはまだなかった時期である。
以上の積極的に評価できる点とは別に，懸念される面も見られる。Ｈ事業
所とＹ事業所の2008年度の届出率と認定率のうごきに注目したい。そこの数
値の動きからは，届出率が高くなっているにもかかわらず認定率は高まらな
い傾向があるように思われる。Ｈ事業所の2008年７月以降はとくに顕著であ
る。そのことは，届け出ていても時間外労働として認定される率が低かった
ことを想像させる。このことをさらに解釈すれば，届出制がようやく定着し
てきたにもかかわらず，今度は行使された時間外労働が認定されづらくなっ
ているのではないかということである。
組合は，そこはとくに注視しており，働きかた委員会で対応を?えるよう
に求めた。組合役員の言を引くと次のようである。
?時間外労働は上司に命じられてするものです。だから労働者には深夜残
業をするなら必ず届け出ておくようにと指導しています。そうして届けた
時間外労働は確実に認定してもらわなければなりません。そのかわり，届
けていない残業は認定されなくても仕方ない面がある。そんなふうに?え
ています。組合としては届出率を上げる。そうすれば認定率も上ってくる
と踏んでいます。そうでなくって，届けていたのに月に一度の認定日に，
届けて実施した時間外労働の数字を修正されれば何のために届けるのか，
分からなくなってしまいます。労働者には届けても認定されないのなら届
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けても仕方ないという気分が蔓延し，これまでやってきたことが元も子も
なくなります。」
⑵ 年休取得の促進
年休の取得率の向上も働きかた委員会の取り組んだ課題の一つであった。
向上策としては，職場ごとに計画年休の予定を立てて休みやすくする。それ
を組合のリードで進めるというものであった。具体的には，個々人の計画ま
で表示できる勤務カレンダーに，課内での仕事の分担や仕事の進捗計画をも
とに無理のない年休の取得の計画を書き込み，それをもとにして取得率を高
めるという方式を採用した。
結果は，後出の図表６に見られるように，平?で年間12日程度は取得でき
ているのでまずまずと評価してよいであろう。課題は，事業所・職場の特性
により，取得率にバラつきが見られ，取得率の低い職場の取得率を上げるに
はいたっていないことである。
⑶ 管理の未熟と労働時間―フォローアップ職場と特別指定職場
フォローアップ職場の指定とは，２ヶ月連続で月の時間外労働が40時間以
上になった者のいる場合，月40時間以上の時間外労働が予定される者に関す
る組合との事前協議が実施されていない場合，当該の課長にそのようになっ
た理由とその後の対策を働きかた委員会に提出させるというものである。こ
れについては，件数のデータは示さないが，それそうとうの成果があったと
見てよい。事前協議は励行されるようになり，時間外労働の実績も抑えられ
るようになった。
しかし，なかには抑えるのが難しく，月の時間外労働40時間以上が六つの
月になる者が出る職場があった。それが特別指定職場に指定された。とくに
夏から秋口にかけて六つの月になったケースには働きかた委員会としてはき
びしく対応した。
特別指定職場となった職場の課長が働きかた委員会に呼ばれたさいに提出
した対策文書には次のようなことが記されている。時間外労働が抑えがたく
なった理由としては，
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?（仕事を）標準化しようとしたがなかなか上手くいかなかった。」
?新機種の設計が入り業務量が大きくなったので，仕事の割り振りをもっ
と上手くやるつもりだったが，それができず特定の人に仕事が集中してし
まった。」
?小さな仕事グループからなりたっているので，管理的役割をする人物が
決まっていなかったり，管理ができる人物がいないこともあった。」
?部下の技術訓練が足りなかった。」
これらはどれも産業用機械の設計職場の弁明である。製品特性が受注型で
あり，納期と原価も厳しい職場である。しかも，特別指定職場の多くが同職
場であったことからすれば，製品特性と職場特性によるむずかしさが時間外
労働を過大なものとしていたと?えられる。
一般的にも，受注生産であれば多品種であり，多品種であれば，設計労働
はなおのこと標準化しづらく，標準の作業時間 Standard Timeも付けづら
いとされる。とはいえ，上に掲げた理由の説明は，厳しい言い方をすれば，
最初からむずかしいと分かっていることをいまさらながら申し立てたにすぎ
ないとも言える。そうでないとすれば，職場の管理者や労働者の能力の限界
を越えた納期やコストの枠を会社が課していたことが問題の発端だというこ
とになる。
いずれにしても，時間外労働が抑えがたくなった理由は，職場の管理がで
きていないか，労働者のスキルが低すぎるか，会社の求めるものが過大であ
るかによる。三番目の要因を打ち消すことはできないが，上掲の課長たちの
言に即するとすれば，職場の管理がいたらなかったことが時間外労働が延び
てしまった原因であり，それを彼らも暗に認めていたと解せざるを得ない。
労働者のスキルのレベルも管理の巧拙によると?えるならば，やはり管理の
あり方が問題だった。それゆえ課長が講ずるとして申告した対策も次のよう
になる。
?課内から問題の職場に一人労働者を移す (課レベルでの増員はない…
筆者）。①仕事の割り振りを変え，②部品の材料の発注リストの作成をシス
テム化することにより，作業をより効率化する。」
?課内に製品別教育推進リーダーを置き，課内技術勉強会を１回╱月を開
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催する。」
②の発注リストのシステム化とは，新規の製品の設計が命じられたならそ
れに必要な部品・材料のリストをすべて一から作成し発注していたのを，既
存の製品と新規の製品に共通な部分があるならそれに用いる部品や材料は既
存の製品のリストからひき写し，発注までできるシステムを作るということ
である。また，設計労働そのものに関しても，新規の製品に既存の製品と共
通部分があるなら，既存の設計データを流用できるようなシステムを作るな
どの対応策が提出されている。これらの対策はどちらも作業の標準化を行う
ことにより，作業量を軽減し，複数の労働者で作業を分担しやすくするとい
うことである。そもそも作業の標準化は，職場の管理者であれば，当然進め
ておかねばならないことである。特別指定職場の報告書からは，そのような
管理が十分にはなされていなかったことがうかがえる。
いまひとつの例は，教育の推進であり，課内のキーになる労働者を社外の
技術セミナーに参加させ（費用は会社から），職場の技術教育を進めるという
内容である。これについてもすでになされていなければならなかったとの印
象を受ける。
いずれにしても，理由はあるにせよ，管理者がなすべきことをできていな
かったことが事態の背景にある。このことは働きかた委員会でも認識されて
いて，その原因を，人員採用の抑制により中堅層が薄くなったため管理者の
養成がむずかしくなっていること，製品多品種化により作業単位が小さくな
り管理者比率が上昇しコストが嵩みやすくなっていること，技術変化の加速
により管理の技法が身に付かないうちに管理者レベルになってしまう者がい
ることなどに求めている。
それをうけて，働きかた委員会では組合側から管理者教育の充実を提起し
た。経営側がそれに応じ，経営方針のなかに管理者教育の充実を謳うことと
なった（2007年）。半期ごとに課長が立てる目標のなかに部下の人材育成の方
針を盛り込ませることも約束した（同年）。
⑷ 要員管理への発言
組合としては，時間問題の根本的な改善には生産管理や要員管理への発言
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が欠かせないと?えていた。このことは先に指摘した。それを進めるには，
組合は会社の生産計画，利益計画，コスト計画などの情報の把握が大切であ
り，労使協議を通してそれを行うことを?えていた。この労使協議とは働き
かた委員会ではなく，通常の労使協議機構をさす。
Ｆ社の労使協議では，全社レベルの協議では会社全体の生産，利益，コス
ト計画が示される。労働コストについては時間外労働コストの計画値までが
つかめる。ただし事業所別・製品系列別のそれをつかむのはむずかしい。職
制ルートでは，事業所の課のレベルまでそれらのコスト計画は下されてきて
おり，課長はそれらを念頭に管理を行っている。時間外労働の計画値（時間
数）も頭に入っている。そこで，組合は事業所レベルの労使協議でそれらを
探ることを?えた。しかし課レベルの計画値をつかむことは当初から困難が
予想された。とはいえ，期も半ばにさしかかれば課ごとの時間外労働の実績
を丁寧にチェックすることによりどの課に要員の無理があるかは想像がつく。
組合としては，問題の課をかかえる事業所での協議を求め要員計画がどのよ
うであったかを話題にさせ，並行して全社レベルでの協議を求め当該の事業
所の要員計画を示させる努力をしながら，同時に働きかた委員会で取り上げ，
問題の課の計画値がどのようであったかを示すことを求め，次の半期の要員
の改善につなげることを構想した。
しかしながらその構想は進まなかった。事業所と本社の協議では計画値の
周辺はつかめたが，それ以上の情報がつかめなかった。働きかた委員会でも
関係の部長は「善処する」のを約束したが，生産計画にさかのぼって要員を
?え直すという姿勢を示すにはいたらなかった。組合としては，要員への発
言には，労使協議のなかに課に近いレベルの要員計画を聞きだすための仕掛
けを作っておかなければ，問題が起こってからの働きかけでは局面を打開す
ることはむずかしいことを痛感した。
３ 2009年の改良
⑴ 時間管理の手法の進化
2007年のサブプライムローンの破綻に端を発する2008年のリーマン・
ショックにより世界経済は激しいリセッションに突入した。Ｆ社でも2008年
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末から生産が大きく落ち込むことになる。それを機にＦ社の労働時間管理の
ありかたは変化をみせることになる。
2008年，働きかた委員会では，①課題の多い時間外労働の時間管理の仕組
みを改善する，②時間外労働の規制の目安のラインを厳しくすることを中心
に検討が行われた。①については，月に一度きりの認定で時間数の修正の余
地が大きかった時間外労働の認定制度を厳格なものとする。②については，
午後10時を時間外労働の規制の目安としてきたのを早める方向で検討した。
検討の結果，午後６時20分を時間外労働の規制の目安とすることとし，時間
外労働の届出・認定制度にも改善を加え，そのなかで午後６時20分以降の時
間外労働までをしっかりと管理の網の目に入れられるよう時間管理の根本的
修正を行うことになった。
規制の時間を大幅に早めたことは，それまでの時間管理が午後５時～10時
の時間外労働の管理にはきわめて脇が甘く，他方で時間管理が上手くやれて
いた事業所では（仕事特性が作用した面もあるが），すでに規制の目安を午後
８時へと変更するに至っていたことなどを職場から指摘された組合が，働き
かた委員会でそれらを根気強く説いたことによる。経営としても，生産が大
きく落ち込み始めた時期でもあり，そのような主張に合理性を感じた面も
あった。
もう一方の時間管理の仕組みは図表５のように改良された。同図にそって
説明しよう。時間外労働の必要がある場合は，労働者は事前に時間外労働の
届出（計画）を上司（課長）に提出する。課長は申請内容を見て時間外労働
を認可する。届出（計画）は総務部に提出され，それを受けて労働者は時間
外労働を実行し，退社時には正門事務所で記帳する。翌日，労働者は勤務カー
ドに時間外労働の実績を入力し，時間外届出にも実績を記入する。その両方
が課長に回され，課長は双方を照合し，問題がなければそれらを総務部に提
出する。総務部は双方の書類の時間数にズレがある場合や疑問がある場合は，
正門での記帳や PC管理システムでの記録をも交えてより正確な時間数に
持って行く。そしてそれが決着した時点で，時間管理のサイクルは完結し，
時間外労働の時間数はフィックスされる。
仮に，翌日に勤務カードの入力ができず翌々日になった場合は，労働者の
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図表５ 勤務カードシステムによる時間外労働の管理の仕組み
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申請により，総務部が当該労働者の正門の記帳と時間外届出（計画）とを照
合し，問題がなければ総務部から管轄の課長に連絡し，労働者に勤務カード
への実績の入力を命ずる。いずれにしても，総務部に書類が受理された時点
で，時間数の訂正はできなくなった。
以上が新しくなった時間外労働の認定の基本的サイクルである。基本とな
る仕掛けは届出，正門での記帳，勤務カードの入力であり，以前と変わりな
いが，ポイントとなるところで総務部をかませるようにした点，それ以上に
翌日には時間数を確定してしまうことを原則とした点が大きな変更点である。
それまでは月に一度の課長と部下との協議による認定であり，時間数が修正
される余地があった。それを認定のスパンを小刻みにし，総務部を関わらせ
ることにより解消したといえる。ちなみに，総務部での書類のチェックは，
件数も書類の量も膨大になることから，組合も協力しており，そうとうに厳
格な時間外労働の管理と認定の仕組みが動き出していると評価できる。
以上で説明した新しい時間管理の仕組みは，今次の激しい景気の落ち込み
による生産の減少を契機として開始されたものであり，生産が回復すればも
とに戻るのではないかという懸念もないわけではない。しかし管理の仕組み
自体は容易には変更しがたいと思われる。もう一方の午後６時20分を管理の
目安とする点は多少緩むこともあり得ると思うが，以前のようなレベル（午
後10時）に戻ることは?えがたい。その点での組合の自覚は強固である???。
⑵ 管理体制の改良
職場の管理体制や管理者の力量が時間管理の難点の一因であることはすで
に説明した。Ｆ社では，その文脈でもっとも深刻な問題をかかえていたのは
大手自動車メーカー担当の営業部門である。当該の部署は，営業職とエンジ
ニアからなり，エンジニアは営業職とともに自動車工場およびその関連の工
場（企業）に関わる業務を遂行している。そうしたエンジニアを営業エンジ
ニアと呼ぶ。Ｆ社の営業エンジニアは製造部門の設計部の人員が数年の期限
を切って配置され編成されている。営業エンジニアは，営業職が自動車メー
カーから受注した機器の仕様の詳細を取りまとめ，製造部門へ手渡し，製造
された機器の工場への据え付け，機器稼働後のトラブルシュートやメンテナ
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ンスまでを担当する。それゆえ労働時間は不規則になりやすい。
当該の職場の時間問題を深刻にしたのはそのような営業エンジニアの業務
特性と，くわえて職制体系のねじれが存在したことによる。営業エンジニア
の実際の仕事場は営業部門のなかにあった。ところが，職制系統としては営
業エンジニアは製造部に属していた。彼らは元来が製造部の設計部隊であっ
たわけであるからそれは当然とされた。時間管理に関しても彼らは製造部の
下におかれ，先に説明した時間管理のサイクルにあっても製造部（設計課）
のサイクルのなかで管理されることになっていた。時間外労働の事前届出も
あくまで制度上の上司である設計課の課長に提出することになっていた。と
ころが，営業エンジニアの実際の職場は製造部ではなく営業の部署であり，
本籍からは物理的に大きく隔たっており，直属の（職制上の）課長は自らが
実際に働く職場にはいないのである。これが一番の問題であった。
とはいえ，営業エンジニアは時間外労働が必要であるなら，決められた手
順で事前届出を行い，時間外を遂行すればいいのである。上司はそばにいな
くても電子メールでつながっているので決められた管理の手順を踏むことは
むずかしくないはずである。しかし結果として，届出率はきわめて低かった。
彼らはなぜ届出をあまり行わなかったのか。?えられるのは，職場の雰囲気
がそうさせていた面である。営業エンジニアは営業職と共同で仕事をしてい
た。営業職のなかで仕事をしていたといったほうが実態にちかい。
そのこと以上に問題であったのは，この両者には賃金制度に一部違いが
あったことである。すなわちこの職場の営業職には裁量労働制が適用されて
おり，時間外の申請をすることはない，そのかわりに営業手当てが支給され
ていた。そのことが，営業エンジニアに，行使した時間外労働を時間外の管
理のサイクルに乗せることをためらわせた。時間外労働の届出をしなければ，
Ｆ社の管理システムでは認定されないおそれが大きいのである。この職場は
出先に出向くことが多く，会社退出時の記帳などの仕掛けが取りづらいこと
も，それに輪をかけることになった。営業エンジニアの職制上の上司である
設計課長は，届出が少ないので時間外労働の多寡にはあまり注意を払わな
かったと言われる。課長に届出が少ないことの背後を想像する力がなかった
とも言えようが，部下の職場が物理的に隔たっていたことも影響はしていよ
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う。
以上の経緯のなかで営業エンジニアには不満がたまっていった。自動車工
場からの仕事の要請は多くなる一方で，営業職には営業手当てが出ているの
に，自分たちにはそれも出ないのである。組合は，営業エンジニアたちの不
満を取り上げ，働きかた委員会での協議の議題に乗せた。2006年から2008年
にかけて検討が行われた。組合は営業エンジニアの部隊に，それが小規模で
あっても，実際に職場を同じくする課長を配置することを求めた。２年余の
協議の結果，会社は2009年から営業エンジニアを営業部に正式に所属させる
こととし，営業職の課長をその上司としておく（正確には，課長は営業エン
ジニアの課長と本来の営業職の課長を兼務する）かたちの管理体制の変更を
行った。
このように組合の主張がそのまま認められたわけではないが，管理体制に
改良が加えられたことには間違いない。営業エンジニアの時間管理の体制は
緻密なものとなってゆくものと予想される。
Ⅲ まとめ―2000年代劈頭の構図
ここではこれまでに紹介してきた労働時間問題へのＦ社の労使の対応を通
して2000年代の劈頭に形づくられた労使関係の構図を示し本論文のまとめと
したい。
1900年代にバブル崩壊，金融不況を通して落ち込んだ景気も，2002年頃を
境に上昇基調に転じ，2008年まで長期のブームが持続した。その間Ｆ社の業
況も好調を維持した。そのようなかで労働者数，労働時間数，生産性などが
どのように推移したのかを見たい。Ｆ社の労働時間問題への対応が本格化し
たのが2003年度であるから，2002年度をベースにそれらの指標のうごきを追
えば，対応の成果のほどがうかがえるはずである。
Ｆ社の各種指標の推移を図表６に示した。2002年度と2008年度とを単年度
の数値で比較してみると，売上は1.49倍，労働者数1.15倍（正規労働者数は
５%減），労働時間数（正規労働者）は1.01倍であった。労働生産性は1.13倍
になっている。ちなみにピーク時の2007年度は2002年度と単年度比較で売上
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1.74倍，労働者数1.11倍，労働時間数1.04倍であり，労働生産性は1.73倍で
ある。これらの数値と，その前の売上の山である1998～2000年度を，1998年
度と2000年度の単年度比較で見ると，その間に売上1.28倍，労働者数５%減，
労働時間数1.05倍，労働生産性1.46倍であった。このように，2002年を挟む
売上の山と山とを比較すると，生産の伸びは2002年後のほうが大きかったに
もかかわらず労働時間数が短く抑えられている。
このことから，2003年度から開始されたＦ社の労使による働きかた委員会
のめざした〝時間軸から成果軸のはたらきかたへ"という目標は，一応達成
されたものと評価してよいと思われる。
しかしながら次のことは記しておかねばならない。たしかに2003年度から
労働時間を抑えつつ生産も生産性も伸び，生産性のもととなる付加価値も大
きく伸びた。ところが労働者側についていえば，伸びた付加価値の分け前を
示す労働分配率が大きく落ち込む結果となっている。要するに成果があまり
分配されたとはいいがたいのである。他方で，経営側についていえば，企業
の取り分を大きくすることに成功はしたが，かなりの部分は労働力構成の変
更，すなわち非正規化（正規比は64%から53%に）によるところが大であり，
真の経営力や労働者スキルの向上により改善したところがどの程度であった
かについては疑問符が付されねばならないのである（以上，図表６参照）。
(注) １）売上高：億以下は四捨五入
２）従業員数：非正規をふくむ
３）労働生産性＝売上高総利益÷従業員数
12.44日12.26日12.28日11.8日12.2日12.33日13.5日14.5日16.0日年休取得実績
1,908時間1,974時間1,925時間1,956時間1,898時間1,877時間1,947時間1,883時間1,846時間実労働時間数╱年
59.2％45.1％60.5％72.1％72.5％120.7％労働分配率
417万638万564万427万370万244万477万368万326万労働生産性??
347億513億420億315億269億200億397億294億285億売上高総利益
3,907人3,726人3,177人2,936人2,653人3,168人3,395人2,769人3,139人非正規従業員数
8,330人8,047人7,441人7,377人7,268人8,186人8,320人7,979人8,745人従業員数??
1,881億2,197億1,895億1,555億1,265億1,135億1,590億1,357億1,352億売上高??
2008年度2007年度2005年度2003年度2002年度2001年度2000年度1999年度1998年度
図表６ Ｆ社の経営指標と労働時間等の実績の推移（Ｆ社単独決算）
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本論文をまとめよう。
Ｆ社では2003年に労働時間問題の深刻さに気づき，労使で対策を講じてき
た。その中心となったのが労使協議機構である働きかた委員会である。同委
員会は〝時間軸から成果軸の働きかたへ"をスローガンに各種の取り組みを
展開した。その結果，2002年以降の生産拡大期においても労働時間の抑制が
利き，スローガンは一応達成することができた。
その理由を，図表２の図式を振り返りながら整理しておくと，まず労働時
間問題に関する法的規制は時間数の規制が極めて甘く，また法による仕事の
中身や編成への「発言」をサポートする仕組みも存在するが，これまた極め
て待ちの姿勢が濃厚な法規であって実効は乏しい。そこで労使の自主的な取
り組みに待つところが大きくなる。Ｆ社の経緯においてもそのことは明らか
であり，労使協議による時間外労働の制度化（管理）のための仕組みの?案，
および仕事の編成や労働者の技術訓練の改善が進められた。時間の抑制に
もっとも効果があったと思われるのは，時間外労働の申請と認定の手続きの
緻密化であった。煩瑣であるがその手続きを丁寧に実行することが時間の抑
制には大切であることが自覚されたといえよう。さらに，はなはだしい事例
への強い対応が管理者能力と労働者教育の不足を浮き彫りにし，それらの改
善が行われた。それによって仕事の標準化と労働者の配置の合理化が進み，
時短効果が見通せることとなった。
いずれにしてもＦ社の事態は，図表２でいえば，労使協議による仕事の中
身の改善による対応が主たるところであったといえよう。
しかしながら，仕事の中身の改善による方法では，時間問題の背後にある
仕事量と要員数の問題（要員の不足）というそもそもの原因には届かず，そ
こを労使協議などで衝いてゆかないかぎり根本的改善にはつながらないとい
う認識が労働組合にはあった。その方向性は正当であったと評されてよい。
組合は本部と支部両レベルの協議で経営指標の把握をテコに要員数への発言
を進めようとした。ところが結局それはあまりうまく行かなかった。
その点を論評してこの論文の締めくくりとしたい。
Ｆ社では2002年以降の生産の上昇期にあって非正規労働者を増員していっ
たが，組合はそれには有効な発言ができなかった。というよりも経営の専決
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事項であるとの認識で発言を控えたといってよい。労働時間問題の背後にあ
る要員不足が非正規労働者の増員により多少とも緩和されるなら，それも致
し方ないと?えた面もある。そのことが，いったんは要員に関わる数値の把
握や要員数への発言への意思を固めつつあった組合の腰を引かせる要因と
なったことは否定できない。思うに，要員数への発言への足がかりがなかっ
たわけではない。非正規労働者の増員はその管理やスキルの維持の面で正規
労働者の負担を大きくした。品質確保の面ではいっそうそうした傾きは強
かった。品質や仕事効率の面では経営側も非正規労働者比率をどの程度にす
べきかには関心を寄せないわけにはいかないはずであり，そこに経営・管理
指標をベースにした労使協議の成立する余地があった。かりに非正規労働者
比率への発言ができるならば，正規労働者の数，すなわち要員数設定の発言
へとつなげてゆくことは可能であったと?えられるのである。
注記
＊ 本論文では既存の参?文献および論文からの引証は行わなかった。それは本論文の研
究スタイルにもよるが，元来経済学・経営学分野の労働時間問題の研究がきわめて乏
しいことによる。参?になる文献として以下のものをあげておきたい。
山本潔『日本の賃金・労働時間』(1982年）東京大学出版会
大須賀哲夫，下山房雄『労働時間短縮』(1998年）御茶ノ水書房
濱口桂一郎『労働法政策』(2004年）ミネルヴァ書房
小倉一哉『エンドレス・ワーカーズ』(2007年)日本経済新聞出版社
道幸哲也，浅野高宏，関本英幸編『変貌する労働時間法理』(2009年）法律文化社
Blyton,P.,Blunsdon,B.,Reed,K.and Dastmalchian,A.(2006)eds, Work-Life
 
Integration: International Perspectives on the Blancing of Multiple Roles,
Palgrave.
１）変形時間制の場合は「限度基準」の時間数が異なる。３ヶ月を越える１年単位の変形
労働時間制の場合は，年320時間，月42時間である。
２）労使委員会は，企画業務型裁量労働制の採用とその実施に止まらず，広く労働条件の
問題に関して審議し事業主に意見を述べる機関として位置づけられている。その構成員
は，半数は過半数労働組合がある場合は組合により，ない場合は過半数代表者により指
名され，半数は使用者により指名される（労働基準法38条４，労働基準法施行規則24条
２）。
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３）労働基準法38条３，同４。他に，同法108条（賃金台帳）にも，賃金支払いの基礎となっ
た事項（労働時間数）の記録が義務付けられている。
４）そのようにみなす理由を労働時間等設定改善法系列の法政策の実施の実態にそくして
説明しておく。
労働時間等設定改善法系列の政策は主に労働行政により二つの方向から進められてい
る。一つは，府県レベルに公労使からなるワーク・ライフ・バランスの推進会議を設置
すること，第二は，労働時間設定改善事業である。第一の会議は労働時間に関連する諸
問題の調査分析，および時短に関わる数値目標（県平?値など）の設定と提示，そのた
めの啓発と推進が主たる任務である。第二の事業は，時短の具体的方針の作成を進めよ
うとするものである。ただしこれは各地方労働局が外部の団体（労働基準協会が多い）
に委託して実施するもので，時短方針の作成を求める対象も個別事業主ではなく事業主
「集団」（たとえば保育，建設の業界）であり，方針自体も総花的な内容に止まり，方針
の実施結果のフォローも十分ではない。そのうえこの事業への予算措置も細りつつある。
これらの他に，労働行政による時短の推進事業には労働時間等設定改善推進助成金事
業と職場意識改善助成金事業がある。これらは根拠法が労働時間等設定改善法ではなく
労働安全衛生法であるが，時短行政では逸することができない法政策である。前者の事
業は，中小規模以下の事業主団体へ助成金を付与し，その団体による傘下事業所への指
導・啓発，セミナーの開催などを義務付けるものである。この事業については，なにし
ろ発動された件数が少ないという問題がある（ちなみに佐賀県では2006年以降で１件に
止まる）。後者の事業は，事業主を直接の対象とし，所定労働時間の週１時間の短縮や労
働時間設定改善委員会の設置などを助成の要件としており，実際的効果を狙ったものと
いえるが，はなはだ予算規模が小さいという問題がある（ちなみに佐賀県の助成件数枠
は年一桁）。
５）このことは産別組合電機連合の歴史をふり返れば容易に分かる。週休２日の実施や年
休完全消化の推進などで他産業に先駆けた実績がある。ちなみにＦ社はそのなかで先頭
ではなく中ほどを行っている会社といってよい。
６）厳密な用語を使用するとすれば，この場の「時間外労働」は「所定外労働」とせねば
ならない。Ｆ社の所定労働時間は法定労働時間（８時間）とは異なるので両者を区別す
る必要がある。ただし本論文では文意に影響はないので煩瑣を避けるため，以下，時間
外労働に統一する。
７）働きかた委員会の設置と時短のための労使協議機関の設置を謳った労働時間等設定改
善法との直接的関係はない。同委員会の設置はあくまでＦ社の労使の意思に根ざすもの
である。
８）経営側の事情にそくして言えば，深夜（午後10時以降）手当ての削減によるコスト削
減がこの目標を支持させた。
９）ちなみに現在のＦ社では社外での PCの使用はできない仕組みになっており，Ｆ社の
PC管理システムは厳密な（厳密すぎるともいえる）仕事時間の把握に適するように変
わっている。
― ―28
佐賀大学経済論集 第43巻第６号
10）フォローアップ職場と次の特別指定職場に言う月の時間外労働の限度時間（40時間や
60時間など）とは午後10時以降のそれではなく，言うまでもなく，全時間外労働時間数
を指す。なお，特殊勤務職（機械保守など）にはこの限度時間は適応されない。
11）組合役員のひとりは2009年の時間管理の改良について次のように述べた。
?たしかに，あたらしい時間管理のやりかたは時間数を訂正しづらくした点で，大き
な前進だと思います。しかしここまで面倒な手続きを踏んでまでしなければ（労働）
時間が認定できないということにこれまでのこの会社の労使の特性が現れていると
いってもよいと思います」。
このいささか冷めた語り口には，組合の今後の取り組みへの悲観と同時に反省と決意
も込められている。いずれかといえば，筆者は後者のほうにそって理解しておきたい。
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